	様式第１０号
平成２１年度指定障害福祉サービス事業者等指導方針第４関係
平成２１年度
指定自立訓練（生活訓練）
実地指導事前調書
（作成基準日　平成　　年　　月　　日）
事業所種類
指定自立訓練（生活訓練）事業所
事業所名



１　事業の運営方針
　１　利用者に対するサービスの提供に関する方針
　２　職員処遇に関する方針
　３　サービスの特徴等
　４　その他 

　　　
※　運営方針が記載されているパンフレットを添付して代わりとしても可。
２　前年度利用者実績調べ
	
	障害福祉
自立訓練
（生活訓練）
利用者延数
ア
	営業日
イ
	平均
利用者数
ウ（＝ア÷イ）
（小数点以下切り上げ）

	４月
	
	
	

	５月
	
	
	

	６月
	
	
	

	７月
	
	
	

	８月
	
	
	

	９月
	
	
	

	１０月
	
	
	

	１１月
	
	
	

	１２月
	
	
	

	１月
	
	
	

	２月
	
	
	

	３月
	
	
	

	合　計
	
	
	


· 　事前調書を提出する月の前年度の状況を記載すること。
３　職員に関する調べ       　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日現在
	氏　　　　　名
	職　　　種
	兼務先及び職種
	Ａ　職員の
１週間の
勤務時間
	Ｂ＝Ａ÷Ｃ（小数点以下第２位まで）
	当該事業所で勤務を始めた日
	現在の職種に就いた日
	辞令交付又は雇用契約等
	資格及び資格取得年月日（事業所保管の写しで確認）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	名
	
	
	
	
	
	
	
	


	Ｃ　就業規則で定めた１週間の勤務時間　（32時間を下回る場合は32時間とする）
	時間

	
	


記入要領
１　職員名簿等の既存資料がある場合は、当該資料の利用可（ただし、記載内容を満たさない場合は手書き等で追記すること。）。
２　記載職員の勤務実績表３か月分（基準月の前々月から基準月まで）を添付すること。
３　職種は、「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）」の人員に関する基準で規定されている職種を記入する。
４ 「兼務先及び職種」欄：　他の事業所の職務に従事している場合に記入する。併設されている指定障害福祉サービスの他の指定デイサービス事業所又は介護保険制度の事業所の場合は、（併）と記入する。
５　「Ａ　職員の１週間の勤務時間」欄：　事業所における職種別の勤務時間を記入する。不規則な勤務シフトの場合（２週間に４時間勤務等）は、１週間の勤務時間に換算する。

（記入例）　　  　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　　
	氏　　　　　名
	職　　　種
	兼務先及び職種
	Ａ　職員の
１週間の
勤務時間
	Ｂ＝Ａ÷Ｃ（小数点以下第２位まで）
	当該事業所で勤務を始めた日
	現在の職種に就いた日
	辞令交付又は雇用契約等
	資格及び資格取得年月日（事業所保管の写しで確認）

	○○　○○
	管理者
	―
	１０時間
	０．２５
	Ｈ１５．４．１
	Ｈ１５．４．１
	辞令
	―

	〃
	
	介護老人福祉施設
○○　施設長
	３０時間
	０．７５
	Ｈ１５．４．１
	Ｈ１５．４．１
	辞令
	

	◇◇　◇◇
	サービス管理責任者
	―
	４０時間
	１．０
	Ｈ１９．２．１
	Ｈ１９．２．１
	辞令
	サービス管理責任者研修
Ｈ１８．○．○

	△△　△△
	生活支援員
	―
	４０時間
	１．０
	Ｈ１５．４．１
	Ｈ１５．４．１
	　　辞令
	社会福祉主事
Ｈ１２．○．○

	□□　□□
	看護職員
	―
	２４時間
	０．６
	Ｈ１５．４．１
	Ｈ１５．４．１
	雇用契約
	看護師
Ｈ１３．○．○

	〃
	―
	（併）○○指定通所介護事業所　看護職員
	１６時間
	０．４
	Ｈ１５．４．１
	Ｈ１５．４．１
	雇用契約
	―


	Ｃ　就業規則で定めた１週間の勤務時間( 32時間を下回る場合は32時間とする。)
	４０　　時　間


４　各種書類等の整備状況　
	
	事業目的
運営方針
（事業所の名称も含む）
	サービス内容、利用料(交通費実費等も含む)
	営業日
営業時間
サービス提供時間
休業日
	勤務体制
職務内容
	事業の
実施地域
	利用定員
	緊急時の
対応方法
(連絡体制
等の措置) 
	非常災害
対策
	虐待の防止のための措置
	事故発生時の対応方法
(関係機関への報告、損害賠償等)
	苦情解決の体制(流れ,受付担当者,解決責任者、第三者委員等)

	運営規程
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	重要事項説明書
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	掲示内容
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　網掛けがない欄は必須項目、網掛けがある欄は任意項目とし、記載がある場合は「○」、記載がない場合は「×」を記入すること。
２　必須欄が「×」の場合は、実地指導当日までに改善又は、具体的な改善の方針を提示できるよう準備すること。
	申込者にサービスを提供しなかった（できなかった）理由、件数
	事後の対応等

	（１）現員で対応できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（２）実施地域以外からの申込のため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（３）適切なサービスが提供できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（適切なサービスが提供できない理由及び事後の対応）

	（４）その他
（　　　　　　　　　　）件
	（提供できない理由及び事後の対応）


５　サービス利用申込と提供の状況  （前年度４月から基準月まで）
６ 利用料の状況
	項　　　　　目
	単　　　　　価
	基準月の前々月
　　年　　月
	基準月の前月
　　年　　月
	基準月
　　年　　月
	摘　　　　　　　　要

	
	
	人
	人
	人

	


※　「日常生活においても通常必要となるものに係る費用」は、内訳及び積算根拠を摘要欄に記載するか、又は別紙で添付すること。
　（記入例）
	項　　　　　目
	単　　　　　価
	平成　　年
　　月
	平成　　年
月
	平成　　年
月
	摘　　　　　　　　要

	・入浴に係る光熱水費
・食材料費
・日常生活においても通常 
 必要となるものに係る費用
内訳 　○○○代
	○○円／回
○○円／食
○○円
積算根拠　　　　　○○○
　　　　　　　　　　　○○○
　（内訳及び積算根拠を明記すること（別紙添付可））
	人
	人
	人
	· 平成１８年厚生労働省令第１７１号第１７０条に規定するものを記入すること。
※その他の日常生活費については、　「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」（平成１８年１２月６日障発第１２０６００２号）に規定されるものであり、個別に内訳（○○、○○代・・・）を記載すること。なお、その費用について、利用者の同意を得て実費を随時に徴するものではなく、１月若しくは１日単位で事業所が定めた単価で徴するもの（日用品費　１日１５０円など）については、その単価の積算根拠を記載すること（任意の様式で別紙を添付しても可）。


　７　生活訓練の実施状況
	作　業　種　目
	対象人員（人）
	１週間当たり実施回数（回）
	１週間当たり平均参加
人員（人）
	担当職員

	
	
	
	
	職　　種
	氏　　名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


８　職員研修の状況（前年度４月から基準月まで）
	開催年月日
	研修内容
	主催者
	開催地
	開催期間
	事業所の参加職種
	事業所の
参加人数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


· 　内部研修の場合は、主催者，開催地の記入は不要。
９　各種会議（各委員会、人権侵害の未然防止に関する研究会、ケアカンファレンス、感染症対策会議及び事故発生防止のための委員会等）の実施状況  （基準月以前１年間）
	会議等の名称
	参加職種
	実施状況
(回/月,随時等)
	記録の有無
	主な内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　欄が不足する場合は、適宜行を挿入又は別紙に記入すること。
１０　 非常災害対策の状況
（１）　消防計画等
 ア　消防計画の届出　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日　　　※消防法第８条の届出適用がない場合は、作成日を記入すること。
   イ　防火管理者     　　 職名　　　　　　　　　　 　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）　各種防災訓練の実施
	区　　分
	実施回数
	実施月
	消防署への事前通報
	消防署の立会
	記録

	
	
	
	
	
	

	避難訓練
	＜　＞

	＜　＞

	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	通報訓練
	＜　＞

	＜　＞
	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無

	消火訓練
	＜　＞

	＜　＞
	有（　　　回）・　無
	有（　　　回）・　無
	有　・　無


※１　前年度の実施状況を記入すること。＜　＞内には本年度の実施回数及び実施月（予定を含む）を記入すること。
２　総合訓練として実施した場合は、上記の区分に従って記入すること。
（３）　緊急時連絡網等の整備
   ア　自動転送システムの設置　　　　　　　　　有　・　無
   イ　緊急時連絡網の整備　　　　　　　　　　　 有　・　無
（４）　消防署の立入検査
	実施年月日
	指導指示等の内容

	
	（文書）
（口頭）

	
	

	
	（上記に対する改善措置）


· 　消防法第８条の適用がなく、消防署の立入検査の対象となっていない場合は記載不要。
１１　衛生管理の状況
（１）職員の健康診断
	
	実施年月日（予定年月日）
	受診者数（予定者数）
	二次検診
	未受診者の取扱い

	前年度
	
	名
	名
	

	今年度
	
	名
	名
	


（２）感染症患者の把握
	感染症患者
	把握方法
	病　　　　名
	処遇方法

	有　（　　　　　）名　　　・　　無　　　・　　把握せず
	
	
	

	
	
	
	


（３）レジオネラ症の防止対策　（入浴介助を行う場合）
	　ア　循環式入浴設備　（　有　　・　　無　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　(ｱ)　レジオネラ属菌検査の基準日までの直近の検査実施年月日
   (ｲ)　浴槽水の入替及びろ過装置の消毒は週１回以上実施していますか
　　(ｳ)　配管の清掃は年１回以上実施していますか
　　(ｴ)　遊離残留塩素濃度を頻繁に測定していますか
　イ　貯湯式給湯設備　（　有　　・　　無　）
　　(ｱ)　レジオネラ属菌検査の基準日までの直近の検査実施年月日
　　(ｲ)　タンクの清掃を年１回以上実施していますか
　　(ｳ)　貯湯槽及び末端給湯栓の温度を定期的に測定していますか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貯湯槽温度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　末端給湯栓温度

	（平成　　　　年　　　　月　　　　日）　※未実施の場合は空欄とすること。
（　はい　・　いいえ　）
（　はい　・　いいえ　）
（　はい　・　いいえ　）
（平成　　　　年　　　　月　　　　日）　　※未実施の場合は空欄とすること。
（　はい　・　いいえ　）
（　はい　・　いいえ　）
（　　　　　　　℃）
（　　　　　　　℃）



（４）廃棄物の処理
	廃棄物の種類
	処理方法
	処理簿等の有無

	
	
	有　　・　　無

	
	
	

	
	
	


１２　秘密保持等
（１）守秘義務に関する事業所の措置
	
	規定の方法
	退職（実習等終了）後の守秘義務の規定の有無

	正規職員
	
	

	臨時・非常勤職員
	
	

	その他（実習生等）
	
	


（２）個人情報保護に関する事業所の措置
	個人情報取扱事業者の該当の有無
	プライバシーポリシー及び個人情報保護規程の策定、公表の状況
	責任体制の確保（個人情報保護管理者の設置等）の状況
	従業者の啓発（研修の実施等）

	有　　　・　　　無
	
	
	


１３　苦情解決の状況　（前年度４月から基準月まで）
（１）　解決体制
	苦情受付担当者
	苦情解決責任者
	第三者委員
設置の有無
	第三者委員の職業
（設置している場合に記入）
	利用者等への周知の方法

	(職名)　　　　(氏名)
	(職名)　　　　(氏名)
	有・無
	
	


（２）　解決状況
	
	受付年月日
	申立者と
利用者の関係
	苦情内容
	解決年月日
	解決方法及び結果

	事業所の相談窓口に
寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	運営適正化委員会を通じて
寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	市町村又は指定相談支援事業者等を通じて寄せられた苦情
	
	
	
	
	


※１　苦情解決簿等の写しを添付して代わりとしても可。
２　「解決方法及び結果」欄：　第三者委員を設置している場合は、報告の有無も記載すること。
１４　事故発生時の対応等
（１）　事故の記録等　（前年度４月から基準月まで）
	事故発生年月日
	事故の概要及び怪我等の状態
	報告年月日
	処理結果及び再発防止策
（職員に対する周知方法も含む）

	
	
	家族等
	市町村
	都道府県
	

	
	
	
	
	
	


· 　事故処理簿等の写しを添付して代わりとしても可。
（２）　事故の予防　（事故の防止対策の具体的な内容を記入する。）
	ヒヤリハット事例等の把握の有無
	検討委員会の有無
	対　策　を　講　じ　た　事　例

	有　　　・　　　無
	有　　　・　　　無
	


１５　訓練等給付費の請求状況
（１）請求件数
	　　　　　　　　　　　請求月
内　　訳　　　　　　
	基準月の前々月
	基準月の前月
	基準月
	備　考

	
	平成　　 年　　月
	平成 　　年　　月
	平成 　　年　　月
	

	請求件数
	（　 月提供分）
件
	（　 月提供分）
件
	（　 月提供分）
件
	


（２）基準月の前々月から基準月までの３か月の加算減算の状況
　ア　加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　減算
	・福祉専門職員配置等加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
・視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
・初期加算
・欠席時対応加算
・医療連携体制加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
・短期滞在加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
・精神障害者退院支援施設加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
・利用者負担上限額管理加算
・食事提供体制加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
	（ 有   ・  無 ）
（ 有   ・  無 ） 

（ 有   ・  無 ）

（ 有   ・  無 ） 

（ 有   ・  無 ）

（ 有   ・  無 ）
（ 有   ・  無 ）
（ 有   ・  無 ）
（ 有   ・  無 ） 
	・利用定員を超える場合
・生活支援員等の員数が基準に満たない場合
・自立訓練計画等が作成されない場合
・標準利用期間超過減算   　　　
	（ 有   ・  無 ）
（ 有   ・  無 ）  

（ 有   ・  無 ） 

（ 有   ・  無 ）

	
	
	
	


１６　利用者一覧表（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について作成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	氏　　　　　名
	年齢
	住　　　　　　　　　所
（市町村から記入）
	決定支給量
	利用開始(（終了)

年月日
	利用回数
	加算の内容
	市町村への契約内容報告日
	利用者負担上限額（月）
	身体拘束の有無

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　利用者名簿等の既存資料がある場合は、当該資料（コピー等）の利用可（ただし上記の項目を満たさない場合は、手書き等により追記すること）。
　 ２　「年齢」欄：　記載対象期間中に変更があった場合は、変更前と変更後の内容を併記すること（例　「67→68」等）。

　 ３　「利用開始年月日」欄：　利用を終了した場合は、終了年月日も記載すること。

　 ４　「利用回数」欄：　３か月間の利用回数を記入すること。

　 ５　「加算の内容」欄： １５（２）にある個別に算定される加算を算定している場合に、加算名を記入すること。
　 ６　「利用者負担上限額（月）」欄：　金額を記入すること。利用者負担が１割の場合は、１割と記入すること。
